様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　2021年1月8日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな） あいでぃほーるでぃんぐす
                 一般事業主の氏名又は名称  株式会社ＩＤホールディングス
（ふりがな） ふなこし　まさき
               （法人の場合）代表者の氏名  代表取締役社長　舩越 真樹   印
住所　〒102-0076
東京都千代田区五番町12番地１ 番町会館
法人番号　7010001011096　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	中期経営計画
「Next 50 Episode Ⅰ 覚醒 (Awakening)!」

	公表日
	2019年６月21日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	中期経営計画（https://www.idnet-hd.co.jp/uploads/media/2019/06/20190621154448.pdf）
ビジネスへのデジタル化の影響、他（スライドP4~6）
中期経営計画ビジョン（スライドP7）、中期経営計画３大方針（P8）
３大方針　DXによるUP-GradeされたBusiness Modelの展開（スライドP11、12）

	記載内容抜粋
	近年、情報サービス業界において、ＲＰＡ・ＡＩなどのデジタル技術を活用した既存ビジネスの変革、いわゆるデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の急速な進展や、システムの「所有」から「利用」への転換、ＩoＴ機器の急激な増加、高度化するサイバー攻撃など、ＩＴをとりまく顧客ニーズが多様化し、経営環境が大きく変動しています。当社グループは、このような市場の変化を成長機会ととらえ、さらなる事業拡大に向けて取り組むべく、中期経営計画「Next 50 Episode Ⅰ 覚醒 ! (Awakening !)」（2020年３月期～2022年３月期）を策定しました。
この中期経営計画では「未来志向型企業文化の醸成」「デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）によるUP-GradeされたBusiness Modelの展開」「ＥＳＧ（注）の推進」を３つの基本方針とし、各施策に取り組んでいます。
② デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ、注）によるUP-GradeされたBusiness Modelの展開
IDグループは、デジタルトランスフォーメーション（DX）と自動化されない既存領域の深耕に取り組む。
・ＤＸの推進
既存のサービスソリューションにアドバンスト・テクノロジーを組み合わせ、より付加価値の高いサービスの提供を図る。
・自動化されない既存領域の深耕
人間にしかできない創造的なサービス、自動化が不合理なサービスの深耕を進め、新たなビジネスチャンスを狙う。


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	中期経営計画は、当社取締役会の承認を得て策定しています。




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	中期経営計画
「Next 50 Episode Ⅰ 覚醒 (Awakening)!」

	公表日
	2019年６月21日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	中期経営計画（https://www.idnet-hd.co.jp/uploads/media/2019/06/20190621154448.pdf）
今後の方向性（P15）、DX技術者投資（P16）

	記載内容抜粋
	DXを活用した新たなビジネスモデルの構築に向けて積極的に投資を行う。
教育研修費
・AI技術者、高度ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨ技術者、ITIL技術者、RPA技術者など
システム投資
・人財マネジメントシステムの構築・導入など
ファンド投資
・最先端IT技術の情報収集および当社事業への応用
・先端技術を持つベンチャー企業との提携を探る

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	中期経営計画は、当社取締役会の承認を得て策定しています。




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	グループ組織再編（新会社設立および子会社間の会社分割など）に関するお知らせ（https://www.idnet-hd.co.jp/uploads/media/2020/01/20200120130937.pdf）

	記載内容抜粋
	ＩＴＩＬをベースにシステム運用業務に対するコンサルティングサービスを行なうＩＴＳＭ事業と、システム運営管理部門におけるＲＰＡ推進事業を行う、「株式会社ＤＸコンサルティング」を新設。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	中期経営計画（https://www.idnet-hd.co.jp/uploads/media/2019/06/20190621154448.pdf）
（P16）

	記載内容抜粋
	教育研修費
・AI技術者、高度ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨ技術者、ITIL技術者、RPA技術者など
システム投資
・人財マネジメントシステムの構築・導入など



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	2021年3月期第2四半期 決算説明会資料


	公表日
	2020年11月17日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.idnet-hd.co.jp/uploads/media/2020/11/20201117172322.pdf
DX関連売上高(スライドP14）DX関連売上高目標および戦略方針（P27)

	記載内容抜粋
	DX 関連ビジネス
サイバーセキュリティ、クラウド、RPA、AI、IoTなどの先端技術を活用した高付加価値業務、ならびにITSM手法等を活用したコンサルティング業務
DX売上高比率
2021年3月期目標　20.0%
2022年3月期目標　35.0%



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2020年11月９日


	発信方法
	2021年3月期　第2四半期決算短信
https://www.idnet-hd.co.jp/uploads/media/2020/11/20201109114528.pdf
DX戦略の取り組み状況（P5）

	発信内容
	・ＩＤ社が、鳥取県米子市にＩＤクラウドマネージドセンターを新設し、クラウド環境の設計および構築、移行後の運用保守までをサポートする「マルチクラウドソリューションサービス ID-Cross」の提供を開始
・ＩＤ社が、遠隔作業支援システムIDEye(アイディアイ)に新機能を追加し、作業効率の大幅な向上を実現
・ＩＤ社が、高度なセキュリティ製品であるSeceon OTMを活用した「ネットワーク監視&インシデント対応サービスＮＤＲ(Network Detection and Response)」の提供を開始
・株式会社ＤＸコンサルティング（以下、「ＤＸ社」）が、国際的な試験機関であるEXIN社の「EXIN BCS Artificial Intelligence（AI）人工知能 Foundation」資格に対応した認定コースを日本で初めて開講
など



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2020年９月頃

	実施内容
	「DX推進指標自己診断フォーマット」にて自己診断を実施済み。別紙参照。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2020年６月頃　～2021年２月頃


	実施内容
	当グループ会社の情報セキュリティ監査を実施について（詳細は別紙参照）
目的：情報セキュリティに関わるリスクマネジメントが効率的に実践できるように情報管理基本方針/情報セキュリティースタンダードに基づく、当社グループならびに受託対象の ｢情報資産｣ を様々な脅威から保護することを目的に適切なコントロールの整備、運用について評価、助言する。
対象：当社グループ全部門
期間：2020年度については、2020年６月~2021年2月
実施者：当社経営監査室　内部監査人6名
＊社内の情報処理安全確保支援士　33名（2020年11月末現在）



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

